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主催： 京都大学防災研究所 自然災害研究協議会 
後援： 静岡県 
 第 53 回自然災害科学総合シンポジウム 
「− 新技術が拓く防災研究の新たな地平 −」  
 
主 催  ：  京都大学防災研究所自然災害研究協議会  
後 援  ：  静岡県  
日 程  ：  平成 28 年 9 月 22 日（木）〜23 日（金）  
場 所  ：  静岡県地震防災センター 大会議室  
     〒420-8601 静岡県静岡市葵区追手町 9 番 6 号  




〔9 月 22 日： ないふるホール〕  
12：30～ 受付 
13：30 
開会挨拶  自然災害研究協議会     橋本 学（京都大学防災研究所） 
 
13：40〜14:30 
【科学研究費補助金・特別研究促進費による突発災害調査研究平成 27 年度報告】 
「2015 年ネパール地震と地震災害に関する総合調査」 
研究代表者 矢田部龍一 （愛媛大学大学院理工学研究科） 
 
14：30～15：20 







【科学研究費補助金・特別研究促進費による突発災害調査研究平成 27 年度報告】 
「平成 27 年 9 月関東・東北豪雨による災害の総合研究」 
        研究代表者 田中茂信（京都大学防災研究所） 
 
16：30～17：10 
【科学研究費補助金・特別研究促進費による突発災害調査研究平成 28 年度報告】 
「平成 28 年熊本地震災害に関する総合調査」 
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 大石 哲（神戸大学都市安全研究センター） 


















2015 年 4 月 25 日，ネパールのゴルカ地方











年 9 月 30 日には中間報告会を，そして，2016

















 (文部科学省平成 27 年度報道発表 )  
「 2015 年ネパール地震と地震災害に関する
総合調査」への科学研究費補助金 (特別研究促
進費 )の交付について  
平成 27 年 5 月 22 日  
















 矢田部龍一  
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学，大阪大学，山口大学（計 29 名）  
研究経費  
20,600 千円 (科学研究費補助金 (特別研究促
進費 ) )  
 
研究計画の概要  
研 究 課 題  2015 年ネパール地震と地震
災害に関する総合調査  
研究代表者  矢田部龍一  愛媛大学大学
院理工学研究科 教授  
研 究 目 的   2015 年 4 月 25 日にネパール





ン ド プ レ ー ト と ユ ー ラ シ ア プ レ ー ト と の
衝突境界で発生しており，北北東－南南東






震 は 内 陸 部 で 発 生 し た 地 震 と し て は 最 大
級に次ぐ規模の地震であり，震源域の直上
に 首 都 カ ト マ ン ズ が 位 置 し て い た こ と か
ら，人口密集地に於いて多くの建物が崩壊
し，甚大な被害がもたらされた。また，山






震動によ る 山間部での 斜面災害の 発生機
構の解明，建築物・土木構造物の被害の実
態解明，地震・雪氷複合災害の実態解明と











プレート 境 界における 地震が都市 の直下
で発生するケースとして，首都圏直下地震
が想定されており，また，南海トラフ巨大





定のため の 重要な知見 を得ること も目的
である。  






礎的なデ ー タを取得す るとともに 被害の
特徴と要因を検討する。また，氷河崩壊や






の発展途 上 国も含む都 市の直下型 地震で
の土砂災 害 の評価にと り重要な資 料を得
る。首都周辺および中間山地・高ヒマラヤ
における中山間地における斜面崩壊，地す






波形を用 い て地震時地 すべり再現 試験を
実施し，地震波形や周波数特性と地すべり
移動距離 の 関係を支配 するメカニ ズムを
明らかにする。また，高山で地すべり，岩
屑流，氷河崩壊が発生している可能性があ




から始ま る 雨期に入っ てからの崩 落や土
石流など，大規模地震後の土砂災害の時間








































移 を 評 価 す る 。 現 在 ， ネ パ ー ル DMG





















































研 究 経 費  
 20,600 千円  
研 究 組 織  
（研究代表者）  
 矢田部龍一  愛媛大学大学院理工学研
究科  教授  （防災政策・対策）研究総
括  
 
  （研究分担者 *及び連携研究者）  
  氏名   所属・職名     専門分野  役割分担 
１．土砂災害調査・解析 
福岡 浩 * 新潟大学災害・復興科学研究所・
教授  土砂災害  
強 震 動 と 地 す べ り の メ カ ニ
ズム  
檜垣 大助 * 弘前大学農学生命科学部・教授 山地環境計画学 土石流，岩屑流分布，応急対
策  
八木 浩司  山形大学地域教育文化学部・教授 地盤災害科学  地すべり分布調査  
バ ン ダ リ ・ ネ ト
ラ・プラカシュ * 愛媛大学理工学研究科・准教授 地盤防災学  土砂災害危険度評価  
長谷川 修一 * 香川大学工学部・教授  地質工学，地盤災害 土砂災害危険度評価  
野々村 敦子  香川大学工学部・准教授  空間情報科学  リモートセンシング，GIS解析
２．  雪崩災害調査・解析  
上石 勲 * 防災科学技 術研究所雪 氷防災研
究センター・総括主任研究員  雪氷防災学  雪崩・雪氷災害調査  
山口 悟  防災科学技 術研究所雪 氷防災研
究センター・主任研究員  氷河学，雪氷学 雪崩・雪氷災害調査  
和泉 薫 * 新潟大学災害・復興科学研究所・
教授  雪氷防災学  雪崩・雪氷災害調査  
河島 克久  新潟大学災害・復興科学研究所・
准教授  雪氷防災学  雪崩・雪氷災害調査  
３．  地震・強震動調査・解析  
佐藤 比呂志 * 東京大学地震研究所・教授  構造地質学  余震観測・構造地質学的検討
平田 直  東京大学地震研究所・教授  観測地震学  余震観測・解析  
酒井 慎一  東京大学地震研究所・准教授  観測地震学  余震観測  
蔵下 英司  東京大学地震研究所・助教  地震学  余震観測・解析  
高井 伸雄 * 北海道大学工学研究科・准教授 地震工学  強震観測・評価  
纐纈 一起  東京大学地震研究所・教授  地震学  強震観測・評価  
重藤 柚子  北海道大学理学研究院・博士研究
員  地震工学  強震観測・評価  
４．変動地形学・地震断層調査 
熊原 康博 * 広島大学教育学研究科・准教授 自然地理学  変動地形・地震断層調査  
石山 達也  東京大学地震研究所・助教  変動地形学  変動地形・地震断層調査  
松多 信尚  岡山大学教育学研究科・准教授 変動地形学  変動地形・地震断層調査  
廣内 大助  信州大学教育学部・教授  変動地形学  変動地形・地震断層調査  
５．災害対応における国際協力，文化財保存及び社会的影響調査  
三尾 稔 * 国 立 民 族 学 博 物 館 研 究 戦 略 セ ン タ
ー・准教授  
文化人類学・南ア
ジア研究  国際援助（ NGO，国）  
高田 洋介 * 人と防災未来センター・主任研究員 災害医療，国際緊
急援助  国際援助（医療）  
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竹内 泰 * 東北工業大学工学部・准教授  都市計画・建築計画 文化財保存（歴史的市街地）
大窪 健之 * 立命館大学理工学部・教授  環境防災設計学 文化財保存（歴史的建造物）
南 真木人 * 国 立 民 族 学 博 物 館 研 究 戦 略 セ ン タ
ー・准教授  
生態人類学・南ア
ジア研究  社会被害・影響調査  
渥美 公秀 * 大阪大学人間科学研究科・教授  減災人間科学  防災教育調査  







文部科学省科研費（特別研究促進費）「 2015 年ネパール地震と地震災害に関する総合調査」  
中間報告会  
 
主 催 文部科学省科研費「 2015 年ネパール地震と地震災害に関する総合調査」研究班  
日 時 平成 27 年 9 月 30 日（水）， 13:10～ 17:00 
場 所 東京大学本郷キャンパス・情報学環・福武ホール  
「プログラム」  
13:10～ 13:20 調査方針と活動概要の説明 （研究代表：矢田部龍一）  
13:20～ 13:50 基調講演 1 「ネパール地震復興計画 ～ネパール政府の取り組み～」  
       駐日ネパール大使 バッタライ・マダン・クマル博士  
13:50～ 14:20 基調講演 2 「ネパール地震復興への JICA の取り組み～ Build  Back Bet ter の実  
現に向けて～」  
       JICA 社会基盤・平和構築部都市・地域開発グループ  
第一チーム課長 譲尾 進  
14:30～ 16:00 5 部門からの研究報告  
2015 年ネパール・ゴルカ地震による地すべり災害および斜面変動  
福岡浩 (新潟大学 )，ネトラ・プラカシュ・バンダリ (愛媛大学 )，バサンタ・ラジ・
アディカリ (ネパール・トリブバン大学 )，デオ・ラジ・グルング (ネパール・国際
統合山地開発センター )  
2015 年グルカ地震におけるカトマンズ盆地の強震動  
高井伸雄 (北海道大学 )，重藤迪子，ビジュクッチェン・スベグ，一柳昌義，  
笹谷努  
2015 ネパール地震の震源域の活断層調査  
熊原康博 (広島大学 )， Deepak Chamlagain (トリブバン大学 )，  
Bishal  Nath Upret i (ネパール科学技術院 )  
ランタン谷における移転候補地の雪崩災害のリスク評価と雪崩ハザードマップ作成に向けた現
地調査計画  
      山口悟 (防災科学技術研究所 )，上石勲 (防災科学技術研究所 )，  
和泉薫 (新潟大学 )，河島克久 (新潟大学 )  
ネパール地震における海外医療チームの実態  
      高田洋介 (ひょうご震災記念 21 世紀研究機構  人と防災未来センター )       
16:10～ 16:50 一般研究発表  
衛星画像判読を主としたゴルカ地震によるランドスライド発生状況の把握  
檜垣大助 (弘前大学 )，八木浩司 (山形大学 )  
ネパール地震により崩壊した道路沿い代表斜面の特徴  
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      ネトラ P. バンダリー (愛媛大学 )，矢田部龍一（愛媛大学）  
2015 年ネパール・ゴルカ地震の稠密アレイによる余震観測  
佐藤比呂志 (東京大学地震研究所 )，酒井慎一，蔵下英司，平田 直，八木浩司 (山
形大学 )，Bishal  Nath Upret i  (ネパール科学技術院 )，Krishna Subedi，Ananta Prasad 
Gajurel（トリブバン大学）， Danda Pani  Adhikari  
2015 年ゴルカ・ネパール地震におけるアンケート震度調査の枠組みと試行結果について  
村上ひとみ (山口大学 )，森伸一郎， Ramesh Guragain,  Bharat  Pradhan (NSET-Nepal)  
17:00    閉会  
 
文部科学省科研費（特別研究促進費）「 2015 年ネパール地震と地震災害に関する総合調査」  
最終報告会  
主 催 文部科学省科研費「 2015 年ネパール地震と地震災害に関する総合調査」研究班  
日 時 2016 年 3 月 7 日（月） ,  13:05～ 17:00 
場 所 東京大学本郷キャンパス・情報学環・福武ホール  
「プログラム」  
13:05～ 13:10 調査方針と活動概要の説明 （研究代表：矢田部龍一）  
13:10～ 13:35 基調講演 「 2015 ネパール・ゴルカ地震の被害概要とネパール政府の復興への
取り組み」  
       ネトラ・プラカッシュ・バンダリ (愛媛大学大学院理工学研究科 )  
13:35～ 17:00 5 部門からの研究報告  
１．2015 年ネパール・ゴルカ地震震源域のミッドランドではなぜ斜面崩壊が少なかったのか？  
長谷川修一（香川大学工学部） ,  野々村敦子（香川大学工学部） ,   
Ranjan Kumar Dahal(Tribhuvan Univ.)  
２． 2015 ネパール・ゴルカ地震による道路沿いの斜面災害の特徴  
    矢田部龍一 (愛媛大学大学院理工学研究科 ) ,   
ネトラ・プラカッシュ・バンダリ (愛媛大学大学院理工学研究科 )  
３． 2015 年ネパール・ゴルカ地震の稠密アレイによる余震観測  
   佐藤比呂志（東京大学地震研究所 )） ,  蔵下英司（東京大学地震研究所 )） ,   
酒井慎一（東京大学地震研究所 )） ,  平田 直（東京大学地震研究所 )） ,   
八木浩司（山形大学） ,   
Ananta Prasad Gajurel（トリブバン大学） ,  Danda Pani  Adhikari（トリブバン大学） ,   
Krishna Subedi（ネパール科学技術院） ,  Bishal  Nath Upret i（ネパール科学技術院）  
４．ゴルカ地震系列のカトマンズ盆地の強震記録  
高井伸雄 (北海道大学 ) ,  重藤迪子 (北海道大学 ) ,  他  
５． 2015 年ネパール・ゴルカ地震の震源地域の活断層調査  
熊原康博 (広島大学大学院教育学研究科 ) ,  Deepak Chamlagain (Tribhuvan Universi ty) ,   
Ishiyama Tetsuya (Tokyo Universi ty) ,  Daisuke Hirouchi  (Shinshu Universi ty) ,   
Nobuhisa  Matta  (Okayama Universi ty) ,  Bishal  Nath Upret i  (Nepal  Academy of  Science and 
Technology 
６． 2015 ネパール・ゴルカ地震によるランタン谷の雪・土砂なだれ調査  
山口 悟 (防災科学技術研究所） ,  西村浩一（名古屋大学） ,   
藤田耕史（名古屋大学） ,   
和泉薫（新潟大学） ,  河島克久（新潟大学） ,  伊藤陽一（防災科学技術研究所） ,   
上石 勲（防災科学技術研究所）  
７． 2015 年ネパール・ゴルカ地震による都市景観の変容予測  
竹内 泰 (東北工業大学工学部建築学科 )  
８． 2015 年ネパール地震における国際医療支援の実態  
    高田洋介 (人と防災未来センター )  
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９． 2015 年ネパール・ゴルカ地震における人的被害の分布と影響要因  
村上ひとみ (山口大学 ) ,  安藤尚一 (政策研究大学院大学 )  
10．ネパール地震被災地の災害対応に学ぶ防災の可能性  
渥美公秀（大阪大学） ,   
研究協力者：河村信治（八戸高専） ,  稲場圭信（大阪大学） ,  乾陽亮（大阪大学）  
11． 2015 ネパール・ゴルカ地震における伝統的中庭空間の避難時の利用実態  
ー世界遺産カトマンズ・パタン地区を対象としてー  
大窪健之（立命館大学・歴史都市防災研究所），サキャ・ラタ（東京大学），  
金 度源（立命館大学），高杉三四郎（立命館大学）  
12．ネパール地震の社会的影響―社会再編かコミュニタス的高揚か  
南 真木人（国立民族学博物館）  








ネトラ 1 )の調査結果は次のようである。  
From the prel iminary visual  survey of  the  
damage extended by the 2015 Gorkha Nepal  
Earthquake,  the main points  of  concluding 
remarks can be l is ted as  fol lows.  
  As i t  was a  weekend day and exact ly  noon,  
a  large number of  school  chi ldren and 
office  workers  remained unharmed.  In  
addi t ion,  due to a  hol iday t ime many people  
must  have had outdoor t ime,  which has  led 
to extremely less  human casual ty  than 
previously  expected in a  s imilar  magni tude 
earthquake.  
  The damage to newly bui l t  bui lding 
s t ructures,  par t icular ly  in the Kathmandu 
val ley ,  was concentrated at  part icular  
pocket  areas ,  and more specif ical ly  in  
newly  developed suburban areas  of  the  
Kathmandu ci ty  core.  
  Most  old br ick masonry  bui ldings were  
heavi ly  damaged throughout  the Kathmandu 
val ley ,  and the destruct ion was part icular ly  
found to  be concentrated in  Bhaktapur c i ty  
core  and Sankhu area of  Kathmandu.   
  One typical  characteris t ic  of  the damage 
pat tern in urban areas,  especial ly  in  the  
Kathmandu valley ,  noticed in  this  
ear thquake disaster  is  that  hospital  
buildings and l i fe l ine  infras t ructures  
including power l ine ,  water  pipes,  
communicat ion network,  and roads 
susta ined comparat ively  l i t t le  damage.  
Moreover ,  the only internat ional  a i rpor t  in  
Nepal  was reported to be total ly  
undamaged.  
  In rural  and mountainous areas,  damage to  
houses  and set t lements  can be a t t r ibuted to  
poor construct ion materia l  and technology.  
More than 80% of  the s tone-mud 
mortar-made houses  in  the affected areas  
have been completely  destroyed,  which 
indicates that  these mater ia ls need to  be 
replaced by ear thquake-resis tant  mater ia ls  
and construct ion technique in  
reconstruct ion process .  
  Reconstruct ion and ret rof i t t ing measures to  
be adopted considering accelerat ion 
amplif icat ion in  future ear thquakes.   
  In the Kathmandu val ley,  i t  i s  very  
important  to  take into the account  the  effec t  
of  soi l  s t ra tum (surface and lower  layers)  
and the veloci ty  dis t r ibut ion prof i les  based  
on geotechnical  database.  
  Rebuilding the his tor ical  monuments  with 
the  same appearance is  probably  one of  the 
diff icul t  tasks .  In  the  ret rofi t t ing of  the  
his torical  monuments  in  the Kathmandu 
val ley ,  i t  i s  very  important  to  col lect  
information regarding the foundat ions of  
those s t ructures.  That  is  def ini te ly  going to  
be a  chal lenging task for  a l l  concerned in 















































い た 土 砂 を 巻 き 込 ん で 流 動 し ， 直 下 に 落 差









































































































長谷川 5 )による調査結果は次のようである。 
高ヒマラヤと南部のミッドランドにおいて
崩 壊 密 度 が 大 き く 違 う 原 因 に つ い て ， DEM
（数値地形モデル）データを用いて対象地域
の地形量と崩壊との関係を分析し考察した。
























山口 6 )による調査結果は次のようである。  
今回の現地調査によりランタン村を襲った
雪・土砂なだれに関して   
・ 最初に大規模な雪崩が起こった  





崩れ )が起こり ,  最初の雪崩の表面を
覆ったこと  











るとともに ,  雪崩運動モデルの計算結果を取
りいれたより詳細なハザードマップを作成す
る予定である。   
ランタン谷では ,  80 年前ほど前にも大規模
ななだれによって村が壊滅状態になった。 し
かしそれに関する情報は ,  村人にはほとんど
継承されていなかった。本災害の体験や得ら
れた教訓をきちんと継承するためには ,  住民
の記憶が薄れないうち（今後 1,2 年以内）に
できるだけ多くの人から当時の様子をヒアリ
ングし ,  記録を残す必要がある。 またハザー
ドマップを提供して終わりではなく ,  それに
基づく村の移転先の決定や土地利用 ,  外国人
のトレッカーを呼び込むための雪崩等の危険
性に関する説明等（村の収入の大部分は ,  外
国人のトレッカーの食事や宿泊代）を含めて ,  
今後数年間は村の復興に向けたサイエンス的
なサポートが必要であると思われる。   
 

















タイプの 1995 年兵庫県南部地震の JR 鷹取























熊原 9 )による調査結果は次のようである。  
We show geological  and geomorphological  
evidences of  the  la te  Quaternary  act ivi ty  of  the  
act ive faul ts  around the Kathmandu Valley ,  and 
no faul ts  played any par ts in t r igger ing this  
large ear thquake.  Angster  e t  a l .  (2015) claimed 
that  no surface rupture  a long the t race of  the  
HFT,  the  pat tern of  InSAR interferograms,  foca l  
mechanism and af tershock dis t r ibut ion of the  
event  indicated that  i t  was a  low-angle  thrust  
event  on the MHT and the southern t ip of  the  
rupture ended below the mountain over  30 km 
north of  the Ganget ic  plain.  Our resul ts  a lso  
supported this  idea.  The exis tence of an act ive 
faul t  ref lects  a  potentia l  se ismic hazard for  a  
shal low-depth ear thquake around the faul t .  For  
example,  the 2005 Kashmir  ear thquake 
(Mw=7.6)  in Pakis tan occurred on a  previously  
mapped act ive faul t  (Nakata  e t  a l .  2001;  
Kumahara  and Nakata  2006) and the faul t  
produced an average event  interval  of  ~2 k .y .  
for  the 2005 ear thquake type events (Kondo et  a l .  
2008).  In the present  s i tuat ion i t  i s  diff icul t  to  
evaluate  the  potentia l  se ismic hazard due to lack 
of paleoseismological  data  of  those faul ts ,  
however  i t  i s  needed to  carry  this  s tudy forward 
for assessments of  the Kathmandu Val ley .  
Jhiku Khola faul t ,  which shows a  r ight-la teral  
―10―
st r ike-sl ip movement ,  may play  an important  
role  in  the act ive tectonics  of  the Himalayan 
range.  Nakata  (1989)  c la imed that  an 
en-echeloned act ive r ight-lateral  s t r ike-sl ip  
faul t  system from Northwest  Nepal  to  Eastern 
Nepal  cuts obl iquely  across  the Himalayan range 
due to s l ip-par t i t ioning,  such that  the block 
ly ing to  the southwestern s ide  of the faul t  moves 
northwestwards  with  respect  to  the  block ly ing 
to the  northeastern parts .  I t  i s  possible  that  
Jhiku Khola faul t  const i tutes  one of  the 
members  of  this fault  system.  
 




























































































































高田 11 )による調査結果は次のようである。 
初めて，地震災害に対して FMT のガイド
ラインに基づく Classif ication が適用され，












































大窪 1 3 )による調査結果は次のようである。 





間 関 係 の 希 薄 化 が 進 も う と し て い る 現 代 に
おいても，伝統的な中庭空間を中心としたコ
ミ ュ ニ テ ィ の 活 動 に よ っ て 避 難 生 活 が 支 え
―12―
られていたものと考えられる。ナグバハルと
ク テ ィ バ ハ ル の コ ミ ュ ニ テ ィ で は 一 体 と な
って炊き出しなどの活動を行っており，特に
非 常 時 に は 別 の コ ミ ュ ニ テ ィ と の 積 極 的 な
連 携 が 実 践 さ れ て い た こ と が 明 ら か に な っ
た。  
 イ ラ ナ ニ の 中 庭 で は 普 段 の 生 活 で は あ ま
り 利 用 さ れ て な い 中 心 付 近 の 緑 地 が 避 難 場
所として利用されたが，イラナニには多数の
外 部 コ ミ ュ ニ テ ィ か ら の 住 民 も 避 難 し て い
たと考えられ，十分なスペースがないことが
問題として挙げられていた。また，対象地域
の 内 部 か ら 地 域 の 外 に あ る Nakabahi l や






















































心や期待が急落したことで， 2015 年 9 月 20
日，ついに 7 年越しの憲法制定が実現した。
さらに，共産党 UML の K.P.オリ首相が就任
し（ 10 月 11 日），ビドゥヤ・デヴィ・バンダ







































渥美 1 5 )による調査結果は次のようである。 
以下の二つの考察が導かれた。  
1「防災どころでない人々」の存在  

















な い 生 活 (生 業 や 宗 教 行 事 ,語 ら い 等 )を 過 ご
し，レジリエントなコミュニティを築いてい
た。この事実を逆説的に捉えれば，「何気ない





















郡 Chautara の 10 か所で調査し， MM-MSK に



























1.Netra  Prakash Bhandary,  Ryuichi  Yatabe,  and 
Gangalal  Tuladhar:  The 2015 Nepal  Gorkha  
Earthquake:  Damage Scenario  and the  
Government  Plan for  Reconstruct ion and 
Restorat ion， pp.11-24 
2.福岡浩 ,  ネトラ・プラカシュ・バンダリ ,  バ
サンタ・ラジ・アディカリ ,  デオ・ラジ・グ
ルング ,  山崎新太郎 :  2015 年ネパール・ゴル
カ地震による地すべり災害初動調査，
pp.25-28 




4.矢田部龍一、ネトラ  P.  バンダリ、稲垣秀
輝、西川徹 :2015 ネパール・ゴルカ地震によ
る道路沿いの斜面災害の特徴， pp.37-44 
5. 長 谷 川 修 一 ， 野 々 村 敦 子 ， Ranjan Kumar  
Dahal  ， Manita  Timils ina:2015 年ネパール・
ゴルカ地震震源域のミッドランドではなぜ斜
面崩壊が少なかったのか？， pp.45-61 
6.山口悟，西村浩一，藤田耕史 ,  和泉薫 ,  河島
克久 ,  陽一  伊藤陽一 ,  上石勲 :2015 ネパー
ル・ゴルカ地震によるランタン谷の雪・土砂
なだれ調査報告， pp.63-70 
7.佐藤比呂志 ,  蔵下英司 ,  酒井慎一 ,  平田直 ,  
八木浩司 ,  Ananta Prasad Gajurel ,  Danda Pani  
Adhikari ,  Krishna Subedi ,  Bishal  Nath 
Upret i :2015 年ネパール・ゴルカ地震の稠密ア
レイによる余震観測， pp.71-75 
8.髙井伸雄，重藤迪子，Bijukchhen Subeg，一
柳昌義  ，笹谷努 :  2015 年ネパール・ゴルカ地
震 に お け る カ ト マ ン ズ 盆 地 の 強 震 動 特 性 ，
pp.77-88 
9.Y.Kumahara,  T. Ishiyama,  D.Hirouchi ,  N.Matta , 
D.Chamlagain,  B.N.Upret i :  Field 
reconnaissance of  act ive faul ts  in the  
epicentral  area  of  the  2015Gorkha Nepal  
ear thquake， pp.89-96 
10.三尾稔 :2015 年ネパール震災後のインド系
NGO 団体による活動に関する民族誌的調査
報告， pp.97-110  





四郎 :  2015 ネパール・ゴルカ地震における伝
統的中庭空間の避難時の利用実態ー世界遺産
カ ト マ ン ズ ・ パ タ ン 地 区 を 対 象 と し て ー ，
pp.125-133 
14.南真木人 :  ネパール地震の社会的影響―
社会再編かコミュニタス的高揚か，
pp.135-140 
15.渥美公秀 ,  河村信治 ,  稲場圭信 ,  乾陽亮 :
ネパール地震被災地の災害対応に学ぶ防災の
可能性， pp.141-146 
16.村上ひとみ ,  ラメッシュ・グラガイン  ,  ス
ジャン・アドヒカリ ,バラット・プラダン ,  ゴ
ピ・バスヤル :2015 年ネパール・ゴルカ地震
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































研 究 組 織
（研究代表者）
  氏名 所属・職名   （専門分野）          役割分担
田中茂信 京都大学・防災研究所・教授 水文学・水災害リスクマネジメント 総括、極値解析

（研究分担者及び連携研究者）









































































































































鬼怒川突発災害（科研費㻌 特別研究促進費）㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 気象グループ（気象研究所）㻌  
鬼怒川突発災害（科研費㻌 特別研究促進費）㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌
気象グループ（気象研究所・防災科学技術研究所・東北大学・東京大学・名古屋大学）㻌  
１．豪雨の概要と気象庁の対応 
  栃木北部で最大600mm以上/48h  鬼怒川の堤防が決壊 
      
   
  期間中に3150個の積乱雲群が発生し、その63％は山地で出現 
２．豪雨の発生要因 
  ・南東海上から暖湿な空気が継続的に流入 
  ・上空に強い南風、上空が湿潤 
    複数の線状降水帯が発生  帯状の降水域 
      
３．豪雨の24時間降水量予測結果と予測可能性 
 メソモデル：8日21時初期値（39h前）から300～500mmを予想 
  初期値によって予測場所・雨量にバラつきあり 
 全球モデル：7日9時初期値（3日前）から100mm以上を予想    
  量的予測はできないが、線状降水帯の発生の可能性を示唆 






E J H I 
今市に大雨をもたらした 
























































鬼怒川突発災害（科研費㻌 特別研究促進費）㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 気象グループ（気象研究所）㻌  























鬼怒川突発災害（科研費㻌 特別研究促進費）㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 気象グループ（気象研究所）㻌  
大気下層と上空の大気状態 
9日18時 9日21時 10日0時 
g g g 
南東風による下層暖湿流の流入が継続 


































































   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   










鬼怒川突発災害（科研費㻌 特別研究促進費）㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 気象グループ（気象研究所）㻌  
←400mm ←504mm ←512mm 
383mm 336mm 
447mm 
8日21時(T=39) 9日0時(T=36) 9日3時(T=33) 9日6時(T=30) 9日9時(T=27) 9日12時(T=24) 
24時間積算降水量予測と線状降水帯発生条件 
6日21時(T=87) 7日9時(T=75) 7日21時(T=63) 8日9時(T=51) 8日21時(T=39) 9日9時(T=27) 
←17mm 
←112mm ←136mm ←148mm 
124mm 139mm 




















㻌 㻌   →台風18号が弱まり、下層水蒸気の流入も弱まることが原因と思われる。 
鬼怒川突発災害（科研費㻌 特別研究促進費）㻌 㻌 㻌 気象グループ（東京大学大気海洋研究所）㻌  
平成27年9月関東・東北豪雨における上層トラフの影響 






























































9月9日21JST  9月10日09JST  9月10日21JST  
鬼怒川突発災害（科研費㻌 特別研究促進費）㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 気象グループ（東北大学）㻌  
台風17号、18号の連携によって形成された降水帯 
１．宮城の中央部に帯状の強い降水、成瀬川 
㻌 㻌 支流で堤防が決壊し大きな災害となった。 
２．宮城の場合も線状降水帯発現の要件は 














































































































24h 36h 48h 60h
72h 1day 2day 3day









Gumbel by 2014 GEV by 2014

































































流出（ダム流入）：9/9 18時頃に約300 m3/s 
(流出高： 10 mm/h)に達し、6時間ほぼ一定
湯西川ダム流入量
降雨: 9/9 6時から14時まで約10 mm/hの
降雨が8時間継続する
流出(ダム流入): 9/9 11時に約250 m3/s 
(流出高： 5 mm/h)に達し、4時間ほぼ一定
川俣ダム流入量



















































































































































































































2014Sep. 13 -2015 Feb. 14
(154 日間): 4cm沈下












































































































































































































































































































































































9/9/2015 12:00 9/10/2015 0:00 9/10/2015 12:00 9/11/2015 0:00 9/11/2015 12:00
流量観測データ





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































氾濫平野 32.6 26.3 2.00
⾃然堤防 19.7 13.1 1.03
旧河道 3.5 2.0 1.38
その他 1.0 0.6 1.18






















9/10 18:00 9/11 10:00 9/11 13:00






































16コア、Xeon CPU E5-2670 (2.6GHz)（市販最速）
48時間シミュレーションに約93時間かかる
京コンピュータ 960 CPUs (30×32領域分割）, 
























































































































































































































































































































































































































































































































































東京⼤学 ⽥中 淳 ：情報伝達に関する調査




































• 環境面：スペース的な狭さ / 安全安心課との物理的隔離．
• 情報面：情報ツールの貧弱さ / 情報集約・分析担当の不在．
• 運営面：庁議の延長上で対応 / 機能分担ないまま「全員対応」．
























































































































































































































































































































































































田口仁, 李泰榮, 水井良暢, 佐野浩彬, 臼田裕一郎, （2016）「災害ボランティアセンターにおける
地理空間情報の利活用方法の提案：被災地支援事例を通じて」, 災害情報（日本災害情報学会

































































































清水洋 ・松本聡 ・酒井慎一 ・岡田知己 ・渡辺俊樹 ・飯尾能久 ・
相澤広記 ・松島健 ・高橋浩晃 ・中尾茂 ・鈴木康弘 ・後藤秀昭 ・
大倉敬宏 ・山本希 ・中道治久 ・山中浩明 ・神野達雄 ・三宅弘恵 ・
纐纈一起 ・浅野公之 ・松島信一 ・福岡浩 ・若井明彦 ･大井昌弘 ・
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
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。東京大学地震研究所 
。東北大学大学院  理学研究科 
。名古屋大学大学院  環境学研究科 
。京都大学防災研究所 
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。広島大学大学院  文学研究科 
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。  新潟大学  危機管理室 
。兵庫県立大学  環境人間学部 
。静岡大学  情報学部 
。九州大学大学院  医学研究院 

























































2016 年熊本地震は 4 月 14 日 M6.5（最大震



























Saiga et al。  (2010)による３次元速度構造を
用いて，Double Difference 法によって決定さ
れた。図中の震央は地震前（ 1996 年～） [期
間１ ]，4 月 14 日 M6.5 以降～ 4 月 16 日 M7.3





























































し，観測点を 250m-500m 間隔で 225 箇所に設
置した。また，測線周辺の 25 箇所にも面的に
配置した。観測は，2016 年 4 月 30 日～5 月
29 日まで実施し，各観測点では，固有周波数
4。5 Hz の地震計によって上下動及び水平動
の 3 成分観測を行った。収録は，Geospace 社
製の独立型レコーダである GSX-3 を用い，サ
ンプリング周波数は，測線上の 225 観測点で
は 500Hz，測線周辺の 25 観測点では 250Hz
に設定して連続収録を行なった。  
気象庁一元化震源リストによると，観測期
間 中 に 余 震 域 を 含 む 研 究 対 象 地 域 （ 緯 度
32.6°-33.2°N：経度 130.5°-131.3°E）では Mj1.0












し，比抵抗構造を得た（Aizawa et al.,   2016）。











    
 







           






3.1 GNSS による地殻変動観測 
  
2016 年４月 14 日に M6.5 の地震が熊本地
方に発生し，震度７を記録した。翌４月 15
日午後に余効変動を観測する目的で GNSS





て GNSS 連続観測点をさらに 20 点設置し，
観測を継続している。本震発生後  4 月 17











た 21 観測点とともに示す。  
解析は Bernese GNSS Software V5． 2
を使用し， CODE 精密暦， CODE 地球回転
パラメタを用い，各観測点の座標値を１日






図 2  観測波形例（上下動成分） (震源時：
2016/5/5 3:17:10.23， Lati tude:  33.0335 °N  




















3，大久保慎人 3，山品匡史 3，大倉敬宏 4，
西村卓也 5，澁谷拓郎 5，寺石眞弘 5，伊藤
武男 6，鷺谷威 7，松廣健二郎 6，加藤照之
8，福田淳一 8，渡邉篤志 8，三浦哲 9，太田
雄策 9，出町知嗣 9，高橋浩晃 1 0，大園真子

















(1)  地 表 地 震 断 層 の 長 さ は 少 な く と も
31km であり，阿蘇カルデラ北部の異常変形







の 地 点 で は ， 一 般 走 向 に 対 し て 共 役 な
N60°-70°W の走向のトレースも認められる
（図 6）。  
(3)  布田川断層沿いの地表地震断層の変位
は，全体として右横ずれ変位が卓越する（図










図 4 本研究で設置した GNSS 連続観測点
（丸），九大・京大・鹿大（三角），GEONET
（ 黒四 角 ） と 気 象庁 （ 灰 色 四 角） の GNSS
連続観測点の配置を示す。星印は本震の震
央位置を示す。  





200cm に達する。  







岡    田真介，楮原京子，柏原真太郎，
金田平太郎，杉戸信彦，鈴木康弘，竹竝大















布の成因を推定した。 2016 年 4 月 14 日から






で ,強震 ,遠地 ,測地データを用いたジョイント
インバージョンを行った。断層モデルの構築
に あ た っ て は , 地 表 地 震 断 層 位 置 , 余 震 分







の強震動を起こした 4 月 14 日と 16 日の地震
では ,どちらも主な断層破壊がやや深い破壊
開始点から震度 7 の地点に向かって ,北東方
向上向きに伝播していたことがわかった。  
また，集中した強震動分布の成因について
は，以下が考えられる。たとえば 4 月 16 日の
















た。4 月 14 日の地震も規模は小さいが同様の
現象が起きたと見られる。  
一方，京都大学防災研究所のグループは， 
強震波形記録を用いて 4 月 14 日 21 時 26 分の
地震と 4 月 16 日 1 時 25 分の地震の震源破壊
過程を推定した  (Asano and Iwata ,  2016)。解
析方法はマルチタイムウィンドウ線形波形イ
ンバージョン法（ Hartzel l  and Heaton,  1983）
を 用い ,強震 波 形記 録 （ K-NET,KiK-net ,F-net ,
気 象 庁 ） に 適 用 し た 。 時 空 間 の 平 滑 化 は
Sekiguchi  et  al .  (2000)に従い ,平滑化の強さと
第 1 タイムウィンドウフロントの伝播速度は
ABIC 最小規準によって決定した。 4 月 14 日
21 時 26 分の地震は ,地震直後の余震分布及び
防災科学技術研究所 F-net のモーメントテン
ソル解の情報から ,日奈久断層帯北端部付近
でのほぼ鉛直の断層面（走向 212 度 ,傾斜 89
度 ,長さ 14 km,幅 13 km）を仮定し ,13 地点の
強震記録から得られた速度波形 3 成分（ 0.05–
1 Hz）を解析した。深さ 11.4 km の破壊開始
点付近にすべりの大きな領域が見られたほか ,
北東側のやや浅い部分（深さ 5 km 程度）に
もすべりの大きな領域がみられた（図 8）。  
 
地震モーメントは 2.04×101 8  Nm（ Mw6.1） ,
平均すべり量 0.36 m,最大すべり量 1.2 m であ
り ,右横ずれのすべりが主であった。最適な第
図 8 （上）4 月 16 日 1 時 25 分の地震（ Mw7.0）
の最終すべり分布。  
（左下） 4 月 14 日 21 時 26 分の地震（青）
と 4 月 16 日 1 時 25 分の地震（赤）の断層面
の位置及び 24 時間以内の余震の震央。  
（右下）4 月 14 日 21 時 26 分の地震（ Mw6.1）
の最終すべり分布。  
―79―
1 タ イ ム ウ ィ ン ド ウ フ ロ ン ト の 伝 播 速 度 は
2.2 km/s と推定された。なお ,すべり分布と直
後 の 余 震 分 布 の 関 係 は 相 補 的 で あ る と と も
に ,1999 年から 2000 年のまとまった地震活
動もすべりの大きな領域の外側に震源が集中
している。  
4 月 16 日 1 時 25 分の地震については ,余震
の空間分布や現地調査チームにより報告され
ている布田川断層帯から日奈久断層帯北部に
かけての地 表地震断 層 の 情報を考 慮し ,日奈
久断層帯北部（走向 205 度 ,傾斜 72 度 ,長さ 14 
km,幅 18 km）と布田川断層帯（走向 235 度 ,
傾斜 65 度 ,長さ 28 km,幅 18 km）に沿った 2
枚の断層面からなるモデルを設定し ,15 地点
の 強 震 記 録 か ら 得 ら れ た 速 度 波 形 3 成 分
（ 0.05–0.5 Hz）を解析した。破壊は日奈久断





層の深さは約 8～ 10 km であり ,モーメントテ
ンソル解のセントロイドが深めに決まってい
ることとも調和的である。地表に最も近いサ
ブ断層のすべり量は 1～ 3 m 程度である。地
震モーメントは 4.50×101 9 Nm（ Mw7.0）,平均
すべり量 1.9 m,最大すべり量 5.1 m であった。
最適な第 1 タイムウィンドウフロントの伝播










東 京 工 業 大 学 や 東 京 大 学 地 震 研 究 所 な ど
のグループは， 年熊本地震の余震による
強震動を観測することを目的として， 年
 月  日から順次，臨時強震観測点の設置を
開始し，図  の各点でおよそ  週間から  か
月の余震観測を実施した（一部では観測を継
続）．おもに被害が甚大であった地域を中心に
観測を行い，益城町には  点（図  の上図），
西原村では 点，阿蘇市と南阿蘇村には 点，
熊本市から宇土市にかけて  点設置した．得


























図  には， 0.（基準点とした）と各点
で観測記録から計算された計測震度の差も示
されている． 被害が大きい地域では，震度差
















































る建物の被 害状況を 調 査するとと もに ,地表
地震断層をまたぐ約 3 km の南北方向の直線




ヨ製 , JEP-6A3,観測点 3 のみ 5V/G,他は 2V/G）
とデータロガー（白山工業（株）製 ,LS-8800,
分解能 24 bit  A/D）を用いて実施した。サン
プリング周波数は 100 Hz とし ,0 .1～ 40 Hz が
平坦となるような総合特性を有する。すべて
の地点にお いて建物 の コンクリー ト基礎に ,
磁北を基準として機器を接着剤で固定した。
また ,GPS の刻時信号を 6 時間毎に受信するこ
とで記録の同期を確保している。電源には小
型のバッテリーを使用し ,観測期間は 2016 年
4 月 23 日もしくは 24 日からの約 2 週間であ
り ,その間連続観測を行った。観測点周辺の被
害状況は以下の通りである。  
・ 観測点 1 は畑が広がる平坦な地域にあり ,
標高は観測点 2～ 4 と比較して高い。周辺には
地震計を設置した JA 上益城以外の建物はほ
とんどないが ,その建物に被害はない。  
・  観測点 2はグラウンドの倉庫の脇であり ,
近傍に住 宅は なく ,倉庫 やトイレ など の建物




であり ,地震 計を 設置し た体育館 の外 壁の一
部には損傷が見られ ,校内にある石像の損傷 ,
転倒も見られた。また ,近傍に全壊した木造住
宅も見ら れ ,今回 設置し た観測点 の中 では最
も被害が大きい。  
・ 観測点 4は下陳地区の中心に位置する。観
測点近傍 の地 表断層 直 上の住宅 で ,梁の 破断
や建物の 傾斜 は見ら れ るが ,倒壊に 至っ た住
宅はない。  





の 内 ,KiK-net益 城 で も 観 測 さ れ た Mj3.5以 上
の地震は 26地震であった（図 12）。観測され
た 記 録 を 用 い て KiK-net益 城 観 測 点 に 対 す る
フーリエ スペ クトル 比 ,および計 測震 度差を
算定した結果（ 図 13） ,観測点 1と観測 点 3は
KiK-net益 城観測点 と同 程度で ,観 測点 2,観測
点 4お よび 観 測点 5は KiK-net益 城 よ り も 小 さ
く ,被 害の関 係と 定性的 に対応す るこ とを確
認した。  
本震の震源断層面が北に傾斜しているこ










例（上： 19/APR/2016,  M5.0,H11km の地震）





























































観 測 観 測観 測


























平成 28 年 4 月 14 日 21:26 に MJMA=6.5,深さ
11 km,28 時間後の 4 月 16 日早朝 1:25 に MJMA
＝ 7.3,深さ 12 km の直下型地震が熊本県益城
町付近で発生した。いずれも最大震度７を記
録し,最大地表加速度(PGA)はそれぞれ 1,580 
gal, 1,362 gal を記録した。これら前震,本











前 震 直 後 に ア ジ ア 航 測 ㈱ 等 が 市 内 及 び 斜
面の写真撮影を行ったが ,地すべりは極めて
限定的であった。しかし 4 月 16 日の本震によ






















図 11 余震観測点の分布（地理院地図 1）に加筆）
図 12  観 測 さ れ た 余 震 の 震 央 （ 震 源 位 置 は
Hi-net2） ,断層面は国土地理院 3)による  















施 し た と こ ろ  両 試 料 と も に QHJDWLYH



















































を考慮しうる UW モデル（ Wakai ,  2004）を採
用した。簡単化のため，有限要素モデルにお




















図 14 有限要素メッシュ  
 





























された：佐伯琢磨 *・中村洋光 *・高橋郁夫 *・
内山庄一郎 *・内藤昌平 *・はお憲生 *・大井昌
























図 17  リ ア ル タ イ ム 地 震 被 害 推 定 シ















り ,余 震 恐 怖 に よ る 避 難 は 落 ち 着 き を 見 せ て
いる。しかし,避難所の避難者数は未だ1800人
を 超 え て お り ,避 難 所 解 消 の 目 途 は 具 体 的 に
はなっていない。今後の広域複合災害への教





震度 5 強以上見舞われた市町村は,4 月 14
日地震では熊本県 14 市町村,16 日地震では熊
本県 30 市町村,大分県では 6 市町,その他,福
岡県 ,佐賀県 ,長崎県 ,宮崎県とその影響は広
範囲にわたった。最も被害が甚大であった熊






















図 18 熊本県市町村における住家被害 
（り災証明書交付件数に基づく。8 月 9 日現






















表 1. 直接死の発生と死因 
 
 
熊本県においては,直後には 18 万超（4 月
















































































































































益城町 20 19 1
南阿蘇村 15 6 9
西原村 5 5










と考えられる。  か月後には  千人（  月 
日  人） か月後には  千人弱（  月 
日  人）と余震が収まるにつれ 避難者も
減少した。しかし ほぼ  か月たった  月 
日現在でも  人が避難所で避難生活をお
くっている 図 。なお 本分析における避
難者にかかるデータのうち  月  日から 
月 日までは朝夕 回にわたって避難者数が










現 在 も 避 難 所 で 生 活 を 続 け る 被 災 者 の 実
態解明のためのデータ整理ならびに分析を実
施した。最も被害の密度が濃く 町全体が被災






第  クール（  月  日～  月  日）の食事
券配布状況（  月  日現在）から 避難者 
名（未整理  人）うち 益城町民である避難者
は  人（  世帯） それ以外の避難者 
人であった。  歳代が全体の  歳代
が で  歳以上で全体の を占める
図 。 























































































れた：田村圭子 木村玲欧 井ノ口宗成 
（ 新潟大学  危機管理本部危機管理室 
兵庫県立大学  大学院環境人間学研究科 






















熊 本 地 震 に お け る 深 部 静 脈 血 栓 症 に 対 す






熊本地震が発災した平成 28 年 4 月 14 日（ M6.5,









発 災 当 初 よ り 各 避 難 所 で は エ コ ノ ミ ー ク
ラス症候群 の注意喚 起 ,弾性ストッ キングの
配布等がおこなわれていたとのことであった
が ,車中泊被災者は避難所に訪れていない場  
合が多く ,その予防活動は限定的であった。実
際には発災後 ,特に 4 月１ 6 日におきた本震
（ M7.3,最大震度７）の地震により車中泊は著













熊 本 地 震 に お い て エ コ ノ ミ ー ク ラ ス 症 候
群の原因となる深部静脈血栓症（ＤＶＴ）に
対する組織的な活動が始まったのは ,震災後 5




ニングで 17 日間 ,延べ 65 か所で 2023 名 ,第二
次スクリーニングが 23 日間 ,延べ 38 か所３７
２ 名 に 下 肢 超 音 波 エ コ ー が お こ な わ れ た 。 
一次スクリーニングでは 2023 名中 185 名
（ 9.1％）にＤＶＴを認めた。また検診ではＤ
ＶＴ予防の啓発活動（図 25） ,  既往症や生活
状況のアンケートも行われた。  
統計学的解析の結果 ,地震後眠剤使用 ,年齢
（ 70 歳以上） ,下肢腫脹がＤＶＴの危険因子
であった。ＤＶＴと診断された患者は ,地域の
































群での入院 数はＫ ＥＥ Ｐ project の 活動が開
始される前にピークがありより早期に行われ
ることが望まれる。しかしながら 5 月 15 日以
降は入院を必要としたエコノミークラス症候








阪 神淡 路大 震災 ,東 北大震 災と いう 巨大 災


















本 震 発 生 直 後 か ら 実 施 し た 変 動 地 形 学 的
調査や GNSS 等による地殻変動観測 ,余震観






手法によっ て異なっ て おり ,複 数の断層 面と
複雑な断層形状を持つ活動であることが明ら
かになった。今後は ,これらの結果を統合的に
説明する震 源モデル を 考えるとと もに ,熊本
地震の地震学的な全体像を明らかにする必要
がある。  





災害情報や 災害過程 ,被 災救援など について
の調査研究 が行われ ,広 域複合災害 について
多くの教訓 を得たが ,引 き続き社会 素因によ
る被災救援 ,地域 社会に 係る影響の 観点から
調査・分析を進め ,今後の復興や将来の地震災
害対応に活 かすこと が 必要である 。 さらに ,
避難時の車中泊などによるエコノミークラス
症候群の調 査が実施 さ れ ,熊本 地震血栓 症予
防プロジェクトの有効性と早期対応の必要性
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陸域と比べ、海域には北海道沖に 3 点、釜石沖に 3
























































いては 12 本の光ファイバーすなわち 6 ファイバペア
（fp），⑥のシステムについては 10 本 5fp で構成され
ている。1fp は観測装置の制御と局間の通信に使用さ
図-3 S-net サブシステムの概要と海底ケーブル 
図-4. 海底地震津波計の外観と内部構造 






れ，残りの 5fp 乃至 4fp がデータ伝送に使われる。 
通信は波長分割多重伝送（WDM）方式により行う。
観測装置からのデータ通信については，1 波長 1fp で
陸上局とは 1 対 1 で対応しており，観測装置の伝送
部の障害は他に影響を与えないようになっている。 
























































































を採用することで，各観測装置を 1fp の 1 波長に対












































装置と約 800 km の海底ケーブルで構成
し観測装置を 30 km 間隔で配置するシ
ステム。海溝軸外側に設置する観測網に
ついては，観測装置を 60 km 間隔で配






34 cm，長さ 226 cm）に地震および津波
の観測装置１式を収容。重量約 650 kg，
最大使用水深 8000 m。 
消費電
力 







（株）製 JA5TYPEⅢA) 3 成分１式 
計測範囲±2 G の加速度計(日本航空電子
（株）製 JA5TYPEⅢA) 3 成分１式 
計測範囲±2 G の水晶振動式加速度計
(Quartz Seismic Sensors 社製周波数出力
型) 3 成分 1 式 
固有周期 15 Hz の速度計
（OYO-GEOSPACE 社製 OMNI-2400）3














SC-500，水深 20m 以浅に 2 重外装ケー
ブル，水深 2000 m 以浅に 1 重外装ケー
ブル，水深 2000 m 以深は無外装ケーブ













直流定電流給電 1.1 A 。 
データ
伝送方










水深 1500 m より浅い海域では，海底ケ






























































































































































  図１：舟型屋敷の概要（野本,1979より） 
     この図の上の方向に大井川がある 
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